
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021年 4月 16日 №308 

 

この 1年間、政府は「緊急事態宣言」を 2 度発令し、自治体も繰り返し「都道府

県をまたぐ移動を控えて」と要請するなど「人の流動」を自粛するよう国民に求め

続けています。 

2020 年 4月 7日 

（令和 2 年） 

東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の 7 都府県に「緊急事

態宣言」を発令 

4月 16 日 「緊急事態宣言」の対象地域を全都道府県に拡大 

5月 14 日 
北海道、東京、埼玉、千葉、神奈川、大阪、京都、兵庫の 8 つの都道

府県を除く、39県で「緊急事態宣言」を解除 

5月 21 日 

大阪、京都、兵庫の 3府県で「緊急事態宣言」を解除。 

東京、神奈川、埼玉、千葉、北海道の 5 都道県は「緊急事態宣言」を

継続（5 都道県は 5 月 25日に解除） 

2021 年 1月 8日 

（令和 3 年） 

東京、神奈川、埼玉、千葉の首都圏 4 都県に「緊急事態宣言」を再    

発令 

1月 14 日 

大阪、兵庫、京都、愛知、岐阜、福岡、栃木の 7 府県に「緊急事態宣

言」を再発令。2 月 7 日に栃木県のみ解除し、10 都府県は 1 ヶ月間延

長すると決定（首都圏 1都 3県以外は 2 月 28日に解除） 

3月 06 日 
首都圏 1 都 3 県の「緊急事態宣言」を 3 月 21日まで延長することを決

定 

3月 21 日 首都圏 1 都 3 県の「緊急事態宣言」を解除 

4 月 16 日現在では「第 4 波」といわれる感染拡大が懸念されている 

 

私たちは 2度の「緊急事態宣言」や「県をまたぐ移動の自粛要請」の最中において

も鉄道を動かし続け、 

★「緊急事態宣言」発令中の地域で業務をせざるを得ない！ 

★業務上、都道府県をまたぎ「緊急事態宣言」地域と往来

しなければならない！  
社員が数多くいるのです！  


